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1．目的 

世界では毎年約80万人が自殺により死亡しており、

自殺による死亡者数は世界の全死亡の1.4%を占め、全

死因では17位である（2015年）1）。自殺による死亡の

78％は中低所得国で発生しており、成人1人の自殺に

よる死亡には、20人以上の自殺企図があると指摘され

ている 2）。世界の疾病負荷（Global Burden of Disease）

の14％は精神・神経・物質使用障害に起因すると考え

られ、それらに罹患した人の75％は低所得国に居住し、

必要とする治療へのアクセスを有していない 3）。 

世界保健機関（World Health Organization：以降、WHO）

はこれらを踏まえ、2008年にMental Health Gap Action 

Programme（mhGAP）を立ち上げ、精神保健分野の課

題について先進国と開発途上国が共通の場で議論し、

技術協力を含め開発途上国での精神保健の改善に取り

組んできている 3）。WHOは、Mental Health Action Plan 

2013-2020 を策定（2013 年 5 月のWHO 総会で採択）

し、“No health without mental health”という標語も掲げら

れた 4）。この行動計画では、2020年までに自殺死亡率

を10％低下させるという目標が掲げられている。 

一方、国連は2015年9月、ニューヨーク国連本部に

おいて、「国連持続可能な開発サミット」を開催し、190

要旨 世界保健機関（WHO）協力センターとして、西太平洋地域事務局（WPRO）に属するカンボジアにおける精神保健及び自

殺対策の取り組みの現状と課題について現地調査を通じて明らかにし、日本の先進的な自殺対策の提供と協力関係の構築を行

うことを目的に訪問を実施した。 

2017 年 12 月 5 日から 9 日にかけてカンボジアを訪問し、カンボジア保健省（Ministry of Health：MoH）、WHO カンボジア事務

所、現地 NGO 団体 TPO（Transcultural Psychosocial Organization）、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency; 

JICA）の協力者との協議・ヒアリングを行った。その結果、カンボジアは、1970 年以降の内戦及びポル・ポト政権下のクメール・ル

ージュによる大量虐殺によって、医療従事者の激減等、保健サービスを支える基盤および社会基盤も壊滅的打撃を受けたため、

現在でも精神医療の専門病院がなく、精神保健分野は人材育成、法整備をはじめとして取り組みが立ち遅れている。精神科医の

数は少なく、精神科による医療の提供は都市部に限定されているため、地方ではメンタルヘルスサービスの提供ができていない。

また、ポル・ポト政権下でのクメール・ルージュによる大量虐殺が、人々の心の健康に現在も影響を与えている。社会における精

神疾患に対する偏見、差別も非常に強い。紛争終結後のカンボジア政府も、メンタルヘルスサービスの整備・推進の必要性は認

識しているものの、上述の特殊性に加えて保健医療政策において、母子保健対策や感染症対策が優先されてきたことなどによ

り、メンタルヘルス対策は非常に遅れている。精神保健分野に関する統計システムの整備は急務であるが、自殺対策について

は、自殺による死亡に関するデータの報告、登録システムが確立されておらず、ほとんど何も行われていないのが現状である。精

神保健・自殺対策分野においては統計システム構築の支援や自殺報告システムの確立、あるいは精神医療専門の拠点づくりへ

の支援、ゲートキーパー研修の実施や自殺対策としての多様な啓発手法などへの技術協力も可能と思われる。精神科医や精神

科専門の看護師が圧倒的に不足しているカンボジアの精神保健・自殺対策の推進においては、日本の総合的な自殺対策の手

法が有効であると考えられる。したがって、包括的自殺対策としての自殺対策基本法や自殺総合対策大綱などの法体系ととも

に、地域自殺対策の推進ツール（地域自殺実態プロファイルや地域自殺対策政策パッケージなど）を提供及び情報発信していく

ことが国際協力として有効であると考えられる。 

Keywords：カンボジア、メンタルヘルス、自殺対策、NGO、統計システム 
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を超える加盟国首脳の参加のもと、2016 年から 2030

年を対象とする「持続可能な開発目標」（Sustainable 

Development Goals：以降、SDGs）を採択した。SDGsは、

17の目標と169の達成指標から構成され、このうち第

3目標の「すべての人々に健康と福祉を」（Ensure healthy 

lives and promote well-being for all at all ages）の3.4.2に

は自殺死亡率が達成指標として採択された 5）。今後は

先進国とともに開発途上国でも、精神保健分野の改善

指標として自殺率の推移が明らかにされていくことと

なる。 

自殺総合対策推進センターは、WHO 協力センター

（WHO Collaborating Center：以降、WHOCC）であるこ

とから、WHO 西太平洋地域事務所（WHO Western 

Pacific Regional Office：以降、WPRO）に属する他国と

の精神保健および自殺対策における連携・協力が重要

なミッションとなっている。今回、WPROの加盟国の

1 つであるカンボジアにおける自殺対策の取り組みの

現状と課題について現地調査を通じて明らかにし、日

本の先進的な自殺対策の提供と協力関係の構築を行う

ことを目的に訪問を実施した。 

カンボジアは、①精神医療の専門病院がなく、精神

保健分野は人材育成、法整備をはじめ取り組みが立ち

遅れている、②1970年代後半のポル・ポト政権下での

クメール・ルージュによる大量虐殺が、人々の心の健

康に現在も影響を与えているとの報告が多数あること

などから、WHOCCとして支援すべき優先度は高いと

考えられる。 

 

2．方法 

2017 年 12 月 5 日から 9 日にかけて、自殺総合対策

推進センターは WHOCC として、WPRO に属するカ

ンボジアを訪問し、自殺対策の取り組みの現状と課題

について、カンボジア保健省（Ministry of Health：MoH）

のDr. Chhit Sophal、WHOカンボジア事務所のDr. Liu 

Yunguo、Dr. Yel Daravuth、現地 NGO 団体 TPO

（Transcultural Psychosocial Organization）の Dr. Chhim 

Sotheara、国際協力機構（Japan International Cooperation; 

JICA）の岩本あづさ氏、野中愛恵氏等との協議・ヒア

リングを行った。訪問調査時に入手した資料や、WHO

による報告書、協議・ヒアリングの記録に基づき検討

した。 

訪問調査の日程及び協議を行った相手等は表1の通

りである。 

表 1 訪問調査の日程及び協議内容等 

年月日 場所 協議内容 協議・聞き取りを行った相手 

2017 年 
12 月 5 日 WHO カンボジア事務所 

カンボジアにおける精神
保健および自殺の現状及
び統計などについて 

Dr. Liu Yunguo, M.D., MPH. 
WHO Representative and Head of 
Country Office in Cambodia 

12 月 6 日 カンボジア保健省 

カンボジアにおける精神
保健および自殺の現状及
び自殺対策、将来の協力
関係構築について 
 
 
カンボジアにおける母子
保健対策について 

Dr. Chhit Sophal, M.D,  
Psychiatrist, Director 
Department of Mental Health and 
Substance Abuse. Ministry of 
Health,Cambodia 
 
Dr. Azusa Iwamoto, M.D., MSc. 
Chief Advisor （JICA） 
National Maternal and Child Health 
Center 

12 月 7 日 WHO カンボジア事務所 

カンボジアにおける精神
保健及び自殺対策の取り
組みの現状と課題につい
て 

Dr. Yel Daravuth, M.D. 
National Professional Officer of Tabacco 
Free Initiative, Substance Abuse and 
Mental Health 

12 月 9 日 
Transcultural Psychosocial 
Organization (TPO) 
Cambodia 

カンボジアにおける精神
保健の現状及び NPO に
よる自殺対策の取り組み
の現状と課題について 

Dr. Chhim Sotheara, M.D., M.P.M., Ph.D. 
Senior Consultant Psychiatrist, Executive 
Director of Transcultural Psychosocial 
Organization （TPO） Cambodia 
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3．結果 

（1）カンボジアの概要 

カンボジアはインドシナ半島にあり、タイ、ラオス、

ベトナムと国境を接している。カンボジアの主な経済・

保健・教育指標は表2に示す通りである6）。人口は1,558

万人、合計特殊出生率は 2.6 となっており、人口は増

加傾向にある。国民の約 97.1%はクメール語を母語と

しており 7）、成人識字率は 74%となっている。また、

初等教育就学率は90％を超えるものの、中等教育就学

率は男子40%、女子37%にとどまっている 6）。国民の

97.7%が国教である仏教を信仰しており、イスラム教

は 1.1%、キリスト教は 0.5%程度と推定されている 7)。

人口構成は若年層が多く、カンボジア国民の平均年齢

は24.0歳（2015年）である 8）。1人当たりの年間国民

総所得（GNI）は1,020米ドル（2015年）であり 6）、世

界銀行の分類では 2015 年に初めて低所得国から低中

所得国（lower middle income economies, 1.026-4.035 USD）

に移行した。2011-2014年における実質GDP成長率は

年平均 7％を維持し、経済は順調に推移している。平

均月収を基準として一定収入未満で算定される貧困率

は、2008年34.0％、2010年22.1％、2012年17.7%と減

少傾向にある 9）。 

表2 カンボジアの主な経済・保健・教育指標 
人口（2015年） 1,558万人 
1人当たりGNI（2015年） 1,020米ドル 
平均余命（2015年） 69歳 
5歳未満児死亡率（出生1000当たり） 29 
合計特殊出生率（TFR）（2015年） 2.60 
成人識字率（2009年-2014年） 74% 

中等教育就学率（2010年-2014年） 
男子40％* 
女子37％* 

*統計年度が異なっている 

（出典：UNICEF, The State of the World's Children 2016） 

 

（2）カンボジアの保健医療制度と精神保健分野、自殺

対策の現状と課題 

1）カンボジアの保健医療制度と精神保健分野の状況 

カンボジアでは、1975～1979年のポル・ポト政権時

代に、フランス植民地時代に導入されていた西洋医学

が否定された。また、当時の人口800万人のうち、推

定200万人から300万人がクメール・ルージュによっ

て虐殺（飢餓なども含む）され、特に教師や医師など

の知識階級はほとんどが虐殺されたため、ポル・ポト

政権後に近代西洋医療システムが再開されたものの、

1980年代の医療の中心は伝統的治療であった。1990年

代に入り、カンボジア政府保健省が近代西洋医学とし

ての精神保健システムを再開させ、国際機関やノルウ

ェーのオスロ大学からの支援のもと、精神科専門医の

教育プログラムや一般医の教育、精神科看護師の養成、

精神科外来などのメンタルヘルスサービスの提供な

どを推進してきた 10）。 

1991年の和平協定後、初の国家保健政策として、保

健省により「国家保健戦略計画 2003-2007（Health 

Strategic Plan：HSP1）」11）が2003年に策定された。HSP1

は、「全てのカンボジア国民、特に女性と子どもの健康

改善を目的として保健セクターを発展させ、それによ

り貧困解消や社会経済の成長に貢献する」ことを最終

目標に、カンボジアミレニアム開発目標（CMDGs：

Cambodian Millennium Development Goals）の指標に沿

った数値目標を掲げ、6 つの優先分野（①保健サービ

スの供給、②行動変容、③質の向上、④人材育成、⑤

保健財政、⑥組織制度）とそれぞれの戦略を定めた。

「国家保健戦略計画2008-2015（HSP2）」12）では、HSP1

に引き続き、全ての国民、特に貧困層、女性、子ども

の健康改善に取り組むこととし、3 つの重点目標（①

母子保健、②感染症、③非感染症とその他の健康問題）

が掲げられた。メンタルヘルスは薬物乱用などととも

に、「③非感染症とその他の健康問題」に含まれた。

HSP2 には、HSP1 になかった具体的数値目標を定め、

成果と進捗をモニタリングする枠組みを含んでいるの

が特徴である。「国家保健戦略計画2016-2020（HSP3）」
13）では、HSP2 の 3 つの重点目標が継続され（保健シ

ステムのニーズに即した改善が追加され、4 つの重点

目標となった）、メンタルヘルスに関しては、「うつ病

の成人受療率を 2015 年の 2％から、2020 年には 50％

に引き上げる」といった数値目標が掲げられている。

協議を行った保健省のDr. Chhit Sophalによれば、カン

ボジアにおける保健戦略では、まだ母子保健や感染症

対策に重点が置かれており、精神保健対策は必要では

あるものの、不十分であり遅れているということであ

った 10）。 
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次に、医療サービスについてであるが、カンボジア

は民主化後の 1995 年に策定された保健サービスカバ

レッジ計画 14）に基づき、1995 年以降は人口 10-20 万

人に1つの「保健行政区」（operational health district）で

公的医療サービスを提供している。1 つの保健行政区

には最低1か所の郡病院が設置され、さらに州レベル

では地域中核病院（リファラル病院）が設置されてい

る。また、人口 1-2 万人ごとに 1 ヶ所の保健センター

（Health Center）を、人口2000-3000人程度に1ヶ所の

保健センター支所（Health Post）を設置することを定め

ている。2014年のデータ 15）によれば、全国に88の保

健行政区があり、国立病院・州病院が8施設、地域中

核病院（リファラル）が98施設、診療も行う保健セン

ターが1105ヶ所、保健センター支所が1,049ヶ所とな

っている（表3）。貧困層を対象とした医療扶助制度で

あるHealth Equity Fund（HEF）があるが、基本的に診

療費は受診者負担であるため、医療機関はフリーアク

セスであり、患者に評判の良い病院には患者が殺到し、

長い待ち時間が日常的となっている。民間医療保険制

度はあるが、加入者数は極めて限られている。 

2016年時点で、カンボジアには医師養成大学が4校

しかない 16）。2013年から、歯科医師、薬剤師、看護師

（学士）の国家卒業試験制度が開始され、2014年から

は医師の国家卒業試験制度が導入されている。医師が

常時勤務しているのは地域中核病院以上であり、保健

センター、保健センター支所は診療を行うが、助産師、

看護師が診療にあたっている 7）。 

2014 年の WHO Human Resources for Health Country 

Profiles CAMBODIAによれば、カンボジア全土におけ

る医師総数は 2,144 名（人口 1000 人当たり 0.15 人：

2011 年）、看護師（Graduate, Registered, Professional 合

計）は5,389名（人口1000人当たり0.38人：2011年）、

助産師は 2,053 名（人口 1000 人当たり 0.15 人：2011

年）であり、医療人材は極めて限られている 16）。人口

1000 人当たりの医師の数では前掲のデータと異なる

年次の国際比較であるが、近隣のアジアの途上国と比

較しても少ない 17）。 

表3 カンボジア病院等施設数（2014年） 
OD（保険行政区）数 88 
病院の総数 106 
 国立病院・州病院 8 
 地域中核病院（その他の地域病院） 98 
保健センター 1,105 
保健センター支所 1,049 
ベッド 12,249 

（出典：カンボジア保健省） 

 

現在もカンボジアにおける人口 1000 人あたりの医

療人材は極めて少なく、特に医師はポル・ポト政権期

に多くが殺害されたか、早期に海外に避難した者が多

かった。精神保健専門の医師は特に限られ、民主化し

た現在でも、WHO による最新のデータではカンボジ

ア全土でわずか 56 名（民間で働く精神科医を加算す

ると60名）、精神科専門の看護師は40名（民間で働く

専門看護師を加算すると43名）、心理士として働く人

材は 1,100 名となっている 18）。またWHO が実施し、

カンボジア保健省で精神保健を担当する部署である精

神保健・薬物乱用部門（Department of Mental Health and 

Substance Abuse）が回答した精神保健分野の現況プロ

ファイルによれば、カンボジアには国家精神保健計画

（National Mental Health Plan）はあるものの、自殺対策

に関する国家計画は存在しない。また精神保健分野の

国家政策計画では、達成目標の数値化はされており、

2013年以降改訂もされているが、精神保健分野におけ

る国家精神保健法などの法整備は未着手である。また

成人とは異なる取り組みが求められる子どもや青年期

を対象とした精神保健分野の開発計画、戦略も未策定

である 18, 19）。保健省の調査報告によれば、カンボジア

には 2016 年時点で精神科専門の医療施設はなく、一

般総合病院の外来部門、また一般病棟において入院治

療も含めた形で精神疾患に対応している 12, 13）。また、

外来で精神医療に対応している施設は 65 病院、病院

ではないが精神科に対応している診療所は民間も含め

て 112 施設ある。特に、子ども、青年期の若者に精神

科へのニーズの対応を行っている施設はカンボジア全

体で2施設のみとなっている 20）。深刻な精神疾患者は

全国で 1.1 万人程度と報告され、一般病棟での精神疾

患に関連する措置入院としての入院患者数はゼロと 
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なっているが、精神疾患による一般病棟の入院患者数

として235名が登録されている 18)。 

政府の支出ベースで精神保健分野への年間支出総

額は約300,000,000リエル（約74,300米ドル、約807万

円：2016 年）と報告されており、政府の保健分野の

0.02%を占めるに過ぎない 18）。またその支出内訳は精

神科専門の病院、病棟がないこともあり、多くは研修

費目としての支出と記載されている。 

深刻な精神疾患を抱える患者に対する支援策とし

て、ごく一部のケースには政府が支援金を支給すると

記載されているが、実際には極めて限られていると思

われる。精神保健に関連するデータに関しても、カン

ボジアでは現段階では政府ベースのものが中心であり、

民間ベースの情報は十分ではない。精神保健分野での

重要なデータの1つである自殺者数等のデータに関し

ては、図1に示されているように国家警察が担当して

いるが、全国レベルの自殺についての実態は十分には

明らかにされていない。 

 
（出典：カンボジア国家警察） 

図1 カンボジアにおける自殺者数の推移 
（2011年-2015年） 

 
2）ポル・ポト政権期における大量の市民虐殺 

カンボジアの精神保健や自殺対策で特記すべきこ

とは、1970年代から20年以上にわたる内戦、特に

1974-1979年のポル・ポト政権下のクメール・ルージ

ュ（人種、宗教、言語等を同じくする民族）による何

の罪もない住民への大量虐殺である。当時の人口は約

800万人であったが、そのうちの200万人から300万

人のカンボジア国民が飢餓や虐殺で命を落としたとい

われている（正確な数は現在も不明である）。当時の

ポル・ポト政権下では家族・親族間の密告制度によっ

て虐殺への道筋がつけられたことから、人々の間での

相互不信は現在も続いているといわれており、個人情

報の提供を拒む市民は今も多い。虐殺や拷問、目の前

で家族・親族を殺戮されたこと等により、約40年が

経過した現在でも多数のカンボジア国民が心に深い傷

を負っているとされる 21）。それらの体験は当時の成

人たちのみならず、子どもたちのその後の生活や心の

傷として深く残っている。そのため、住民の心のケア

に現在も活動の重点を置くNGO団体や 22）、日本の精

神科医が中心となってカンボジア市民の心のケアの活

動を行っている民間団体もある 23）。 

2017 年 12 月にカンボジアを訪問した際に面会した

現地の病院のＲ医師は、JICA派遣専門家を通じ悲惨な

形で家族、親族を失った経験を語った。 

Phnom Penh市民だった10歳のR医師は地方への移

住を余儀なくされ、家族とともに 3 か月歩いて Prey 

Veng州にたどり着いたが、途中の道端や川で多数の死

体を見た。それでも生きるためには死体の折り重なる

川の水を飲む他なかった。1979年のポル・ポト政権崩

壊後もカンボジア国内では内戦が 1993 年まで続き、

準医師資格を取ってからもR医師は政府職員として召

集され戦地に半年単位で送られ、戦闘服に着替えて銃

を構えた。戦地で日夜銃創や地雷被害者の治療にあた

る日々で「前には地雷、後ろにはポル・ポトの残軍、

どちらかに進むしかない」という絶望的な状況だった。

森の開墾を命じられた周りの住民の多くがマラリアで

亡くなっていったのも見た 24）。 

3）カンボジアにおける自殺及び自殺対策の現状  

1970 年代に当時の政権による大規模な市民虐殺と

いう経験をしたカンボジアにおいては、多くの人が心

に傷を負っているとの指摘がある 25）。その関連は必ず

しも明らかにされていないが、人口 10 万人あたりの

年齢調整済み自殺率は、WPRO 加盟 11 ヶ国の平均が

8.45 なのに対し、カンボジアは 5.9 である（表 4）26）。 

保健省と WHO は 2017 年 4 月、カンボジアには現

在約 50 万人がうつ病を発症している可能性があると

発表した 27）。WPRO加盟国中ではフィリピンが3.7と

最も低い自殺率となっている 26)。 
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表4 WPRO加盟国における人口10万人あたりの 
年齢調整自殺死亡率（2016年） 

国名 人口10万人あたりの

自殺率（2016年） 
WPRO地域平均 8.45 

韓国 20.2 
日本 14.3 

モンゴル 13.3 
ラオス 9.3 
ベトナム 7.0 
マレーシア 6.2 
カンボジア 5.9 
フィリピン 3.7 

（出典: World Health Organization, Global Health Observatory data.） 

政府による発表数という観点においては、カンボジ

ア国家警察によって 2011年から 2015年に把握されて

いる自殺者数が 2016 年に公表されている（図 1）28)。

しかし、本データは国家警察が把握した自殺者数であ

り、カンボジアにおいては未だ自殺による死亡に関す

るデータの報告、登録システムが確立されていない。 

次に、カンボジアを含む近隣アジア諸国における自

殺率（人口10万人当たりの年齢調整済み自殺率）と経

済状態、医療者数の関連を示すと、医師数、一人当た

りの年間収入で示した経済水準との間に負の相関は認

められなかった（表 5）。カンボジア、ラオス、タイ、

ミャンマー、ベトナム、日本のWPRO加盟国では、最

も医師数の多い日本が最も高い自殺率を示しており、

医師の数が少ないことが高い自殺率と相関があるとは

いえないことを示している。 

表 5 カンボジアとアジア近隣国の人口 1000 人当たりの医師の数と人口 10 万人あたりの自殺率 

国名 1 人当たり年間総収入

（GNI,米ドル、2015 年）a） 
人口 1000 人あたりの

医師の数（人）b） 
自殺率（人口 10 万人あたり、

年齢調整済、2016 年）c） 
カンボジア 1,020 0.143（2014 年） 5.9 

ラオス 1,660 0.491（2014 年） 9.3 
タイ 5,780 0.470（2015 年） 12.9 

ミャンマー 1,270 0.568（2012 年） 8.1 
ベトナム 1,890 0.821（2016 年） 7.0 
日本 42,000 2.367（2014 年） 14.3 

（出典：a）UNICEF, The State of the World's Children 2016、b,c）World Health Organization, Global Health Observatory data） 
 
4）コミュニティ・アプローチによるメンタルヘルス対

策  

紛争終結後のカンボジアでは、保健省が主導し、

WHO のプライマリ・ヘルス・ケアの理念に準じたヘ

ルスサービスの提供を推進してきたが、プライマリ・

ヘルス・ケアを担う保健センターのサービスは、国家

保健戦略計画の重点目標である母子保健対策や感染症

対策に集中し、地域におけるメンタルヘルス対策はあ

まり進んでいないのが現状である。 

前述の通り、精神科医はカンボジア全体でわずか60

名、精神科専門看護師は40名程度しかおらず、主に都

市部の医療施設に配属されている 18）。カンボジア政府

保健省は、メンタルヘルスサービスを整備するにあた

り、当初は海外からの支援を受けていたが、現在では

現地NGO 団体などの協力を受けて推進している。Dr. 

Chimm Sotheara が代表を務める TPO Cambodia（1993

年にオランダで開始されたメンタルヘルスを中心とし

た国際NGO 団体）は、1995 年にカンボジアの地方都

市においてコミュニティ・メンタルヘルス活動を開始

し、2000年からは現地NGO団体としてローカルスタ

ッフによって運営されている。TPOは、カンボジア文

化に即したコミュニティ・メンタルヘルス活動（介入

事業）で大きな成果をあげており、また、Battambang

州において、全保健センターによるメンタルヘルス関

連の教育、啓発を行っている。また、治療センターや

トレーニングセンターを有し、精神疾患患者の治療や、

他の国内外の NGO に対する研修なども行っている。

コミュニティ・アプローチによるメンタルヘルス対策

は、現在のところ、TPOが中心となって保健センター

をベースにメンタルヘルスサービスを提供している
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Battambang州等に限定されているようであるが、地域

における母子保健対策や感染症対策が大きな成果を上

げていることから、保健センターによるメンタルヘル

ス対応とその役割は今後ますます重要となるであろう。 

 

4．考察 

カンボジアは、1970年以降の内戦及びポル・ポト政

権下のクメール・ルージュによる大量虐殺によって、

医療従事者の激減等、保健サービスを支える基盤およ

び社会基盤も壊滅的打撃を受けため、現在でも精神医

療の専門病院がなく、精神保健分野は人材育成、法整

備をはじめ取り組みが立ち遅れている。精神科医の数

は少なく、精神科による医療の提供は都市部に限定さ

れているため、地方ではメンタルヘルスサービスの提

供ができていない。 

また、ポル・ポト政権下でのクメール・ルージュに

よる大量虐殺が、人々の心の健康に現在も影響を与え

ていることが、周辺のアジア諸国の状況と比較して極

めて特殊である。社会における精神疾患に対する偏見、

差別も非常に強い。紛争終結後のカンボジア政府も、

メンタルヘルスサービスの整備・推進は重要であるが、

上述の特殊性に加えて、母子保健対策や感染症対策が

優先されてきたことなどにより、メンタルヘルス対策

は非常に遅れている。精神保健分野に関する統計シス

テムの整備は急務であるが、自殺対策については、自

殺による死亡に関するデータの報告、登録システムが

確立されておらず、ほとんど何も行われていない。 

そこで、今回の訪問における協議を踏まえ、カンボ

ジアに対して日本が支援可能な精神保健、自殺対策に

おける課題を整理する。 

まず現在、カンボジアにおいて精神保健分野は、母

子保健対策と感染症対策に比べて優先順位は低く、前

述のとおり人材を含め予算規模も極めて小さい

（74,300 米ドル、2016 年）。長期間にわたる国内紛争

や、ポル・ポト政権下でのクメール・ルージュによる

大量虐殺という歴史的経緯から、精神科専門の医療施

設（病院）がなく、医師の養成機関が1つしかないこ

と、関連の法整備も未整備であることは、精神保健対

策や自殺対策が当国において国家の重点開発課題とし

て取り組まれるべき課題であるにも関わらず、ほとん

ど認識されずに放置されていることを示している。ま

た、専門医の不足と医療システムが十分でないことに

加え、精神疾患患者数や自殺者数などの全国レベルの

統計システムも整備されていないことから、政策を立

案するためのエビデンスも不足している。 

同じ WPRO 加盟国であり、1990 年代のカンボジア

民主化において一定程度の役割を果たした日本は、カ

ンボジアの保健医療システムの改善、なかでも国民皆

保険制度導入への支援や、精神保健・自殺対策におい

ては統計システム構築の支援や自殺報告システムの確

立、あるいは精神医療専門の拠点づくりへの支援、ゲ

ートキーパー研修の実施や自殺対策としての多様な啓

発手法などへの技術協力も可能と思われる。 

日本のカンボジアへの支援は、1993年の民主化以降

積極的に実施されており、道路、港湾整備、橋梁、空

港整備等大規模インフラを建設してきた。首都Phnom 

PenhにあるChroy Changvar橋（通称、カンボジア日本

友好橋）は老朽化のため、現在中国の建設した第2橋

の隣で改修工事が行われているが、現地調査中にこの

橋からの飛び降りによる自殺が多発していることを複

数回聞いた。改修工事において橋梁の柵の高さを高く

する等、自殺手段を制限するための配慮についても、

今後は2国間の技術協力事業において重視すべき視点

と思われる。 

精神科医や精神科専門の看護師が圧倒的に不足し

ているカンボジアの精神保健・自殺対策の推進におい

ては、日本の総合的な自殺対策の手法が有効であると

考えられる。したがって、包括的自殺対策としての自

殺対策基本法や自殺総合対策大綱などの法体系ととも

に、地域自殺対策の推進ツール（地域自殺実態プロフ

ァイルや地域自殺対策政策パッケージなど）を提供及

び情報発信していくことが国際協力として有効である

と考えられる。 

 

付記 本研究は、厚生労働省研究費補助金である障害

者対策総合研究事業（精神障害分野）において実施さ

れた。開示すべきCOI状態はない。 
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